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１ 計画策定の背景

 人口減少・少子高齢化が進む中で、無秩序な市街地拡大の抑制と都市機能の集約、いわゆるコンパクトシティ

による“持続可能な都市づくり”が求められています。国では、コンパクトシティの実現に向けてより具体的な施

策を推進するため、２０１４年に都市再生特別措置法を一部改正し、「立地適正化計画制度」を創設しています。 

 芝山町においても、成田空港の更なる機能強化に伴う波及効果を見据えながら、住民が安心して暮らし続ける

ことのできる都市づくりに向けて、令和５・６年度の２か年をかけて、公共交通と連携したコンパクトな都市づく

り計画となる 『芝山町立地適正化計画』 を検討してきました。 

2 立地適正化計画とは

 立地適正化計画は、都市計画法を中心とした従来の土地利用の計画に加えて、居住機能や都市機能の誘導に

よりコンパクトシティ形成に向けた取組を推進するものです。 

 都市再生特別措置法第８１条第２項に規定により、立地適正化の基本的方針を定め、居住機能や都市機能を誘

導する区域（居住誘導区域・都市機能誘導区域）や誘導するための施策・事業、防災指針等を定めています。 

 本計画で定めた居住誘導区域及び都市機能誘導区域以外の土地において、一定規模以上の行為等を行う場合、

都市再生特別措置法に基づいて、町への届出が必要となります。 

３ 届出制度の運用

 都市再生特別措置法に基づく届出制度の運用により、居住誘導区域内への居住誘導や都市機能誘導区域内へ

の誘導施設の適切な誘導を促進します。 

 届出制度では、居住誘導区域外で一定規模以上の住宅等を建築する場合、都市機能誘導区域外で誘導施設を

立地する場合、都市機能誘導区域内で誘導施設を休止・廃止する場合は、当該行為を行う３０日前までに町へ

の届出が必要となります。 

 居住誘導区域外での開発が居住誘導区域内の住宅等の立地誘導を図る上で支障があると認められる場合、ま

た、都市機能誘導区域外での開発が都市機能誘導区域内の誘導施設の立地誘導を図る上で支障があると認め

られる場合は、協議・調整の上、勧告等の必要な措置を行うことが可能です（都市再生特別措置法第８８条）。 

【概要版】芝山町立地適正化計画 （令和7年8月）

◆ 安全・安心な居住環境の形成・誘導による人口規模・地域コミュニティの維持

◆ 成田空港の更なる機能強化に伴う新たな拠点整備の促進及び地域経済の活性化と魅力創出

出典：国土交通省「立地適正化計画策定の手引き」より一部加工 

 人口減少の中にあっても、人口密
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ービスや地域コミュニティが持続

的に維持・確保されるよう、居住の

誘導を図る区域

 原則として用途地域内に設定

 医療・福祉・商業・公共施設等の都

市機能を都市の中心拠点や生活拠
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■ 立地適正化計画制度のイメージ

■ 届出制度の概要

策 定 
効 果



- 2 -

４ まちづくり方針

■ 芝山町立地適正化計画の対象範囲 ■ 目標年次

■ 目指すべき将来像 （芝山町都市計画マスタープランで掲げるまちづくりの目標）

■ 立地適正化計画におけるまちづくりの方針

■ 芝山町が目指す将来都市構造

時と人が交わるスカイゲートシティ ～誰もが暮らしやすい 持続的に成長する都市～

本町の歴史・文化や圏央道・空港機能強化に伴う新たなまちづくりなど、古いものと新しいものが共存し、

住民や就業者、観光客など、多様な人々が行き来する成田空港南側の玄関口となる「スカイゲートシティ」とし

て、町の利便性や魅力を高め、誰もが安全・安心、快適に暮らすことができる、持続的に成長する都市の実現

を目指します。

本町全域 （芝山都市計画区域） ２０４０年
（策定から５年後の２０３０年を

中間年次として設定）

成田空港の更なる機能強化を活かした 魅力創出による 

持続可能でにぎわいある都市づくり

 本町では『成田空港の更なる機能強化』と『圏央道の整備』という大規模プロジェクトが展開されてお

り、それに伴う新たな都市基盤や居住地の整備など、都市機能の拡充に資する各種取組みが進められ

ています。その波及効果をまちづくりに最大限に取り込んでいくことが重要です。 

 大規模プロジェクトの進展を契機として、誰もが暮らしやすい、安全・安心で快適な居住地を形成する

とともに、それを支える充実した都市機能の整備・誘導を進めることで、人口減少・少子高齢化に起因

する都市の衰退に係る“負の連鎖”を断ち切り、持続可能でにぎわいのある都市づくりの実現を目指し

ます。 
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５ 誘導区域及び誘導施設 ■ 都市機能誘導区域における誘導施設

○：誘導施設（新規立地を目指す） ／ ●：誘導施設（既存施設の維持及び更なる充実を目指す） ／ －：設定しない

誘導施設  ※下段は施設の定義
小池地区

（中心拠点）

千代田地区

（スカイゲート拠点）

行
政

町役場

▪ 地方自治法第４条第１項に規定する事務所
● － 

行政窓口

▪ 地方自治法第１５５条第１項に規定する出張所
－ ○ 

福
祉

地域包括支援センター

▪ 介護保険法第１１５条の４６第１項に規定する施設と同等の機

能を有する施設

● － 

医
療

病院

▪ 医療法第１条の５第１項に規定する病院
○ ○ 

診療所

▪ 医療法第１条の５第２項に規定する診療所（歯科を除く）
● ○ 

子
育
て

幼稚園

▪ 学校教育法第１条、第７７条に規定する幼稚園
－ ○ 

保育所

▪ 児童福祉法第３９条第１項に規定する保育所
● － 

認定こども園

▪ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律第２条第６項に規定する認定こども園

○ ○ 

子育て支援センター

▪ 児童福祉法第６条の３第６項に規定する事業を実施する施

設と同等の機能を有する施設

● － 

教
育

小学校

▪ 学校教育法第１７条に規定する小学校
● － 

商
業

店舗面積 1,000 ㎡未満の小売店舗

▪ 食品衛生法に規定する許可施設
● ○ 

店舗面積 1,000 ㎡以上の大規模小売店舗

▪ 大規模小売店舗立地法第２条第２項に規定する大規模小売

店舗

○ ○ 

金
融

銀行

▪ 銀行法第２条第１項に規定する銀行
○ ○ 

信用金庫

▪ 信用金庫法第２条に規定する信用金庫
● ○ 

郵便局

▪ 日本郵便株式会社法第２条第４項に規定する郵便局
● ○ 

文
化

文化センター

▪ 芝山文化センターの設置及び管理に関する条例に規定する

文化センター

● － 

公民館

▪ 芝山町立公民館の設置及び管理に関する条例に規定する

公民館

● ○ 

図書館・図書コーナー

▪ 図書館法第２条に規定する図書館及び社会教育法第２０条

に規定する公民館その他一般住民が利用できる図書室を有

する施設

● ○ 

千代田地区

（スカイゲート拠点）

川津場地区

（田園型居住地創出拠点）

  

居住誘導区域 

都市機能誘導区域 

 

第一種住居地域 

近隣商業地域 

準工業地域 

工業専用地域 

 

成田空港敷地 

成田空港拡張エリア 

【誘導区域】

【用途地域】

【成田空港関係】

小池地区

（中心拠点）
はにわ台住宅団地

（居住拠点）

居住誘導区域の 
指定の考え方

 『居住誘導区域』 は“一定

以上の人口密度を維持す

る”ことを目指す区域です。 

 本町では、将来都市構造で

市街地ゾーンに位置づけた

範囲をベースに、「現状で

一定以上の生活利便性が

確保される区域」と「将来

的な開発等により一定以

上の人口集積・生活利便性

の確保が想定される区域」

を居住誘導区域として指定

しました。 

都市機能誘導区域の 
指定の考え方

 『都市機能誘導区域』 は

都市機能を都市の拠点

に誘導・集約することで、

各種サービスの効率的・

持続的な提供を図る区

域です。 

 本町では、将来都市構造

で位置づけた４拠点の範

囲をベースに、用途地域

の指定状況や既存都市

機能の立地状況等を考

慮して都市機能誘導区域

を指定しました。 

【居住誘導区域】

【居住誘導区域】

【都市機能誘導区域】

【居住誘導区域】

【都市機能誘導区域】【居住誘導区域】
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６ 防災指針

 防災指針とは、本計画で定めた目標の達成に向けて、災害リスクの回避や低減を図るための指針です。本町で

は、各種災害に対する総合的な防災・減災対策と、町民の安全な暮らしを実現する都市構造の形成を図ります。 

７ 誘導施策

 誘導施策とは、本計画で定めた目標の達成に向けて、「居住誘導区域への居住の誘導」、「都市機能誘導区域

への誘導施設の誘導」、「公共交通ネットワークの形成」を実現していくために行う具体的な施策として設定す

るものです。 

 本町では、誘導区域に設定する既存市街地エリアだけではなく、郊外地域の既存集落等も含めて、誰もが持続

可能に暮らし続けられる都市づくりを目指していることから、上記の３つの視点に加え、「郊外地域の振興」に

係る具体的な施策についても合わせて位置づけます。 

■ 誘導施策一覧

対応すべき

主要課題
誘導施策 目  的

大規模プロジェ

クトに伴う波及

効果の適正な取

り込み

小池地区における新たな市街地整備 

川津場地区における新たな住宅地整備 

千代田地区における市街地再編 

公共下水道の整備拡充 

簡易水道の整備 

成田空港の更なる機能強化に伴う道路整備 

生活利便性の確

保・向上に資する

拠点機能の充実

とネットワークの

確保

子育て支援・学校教育施設等の整備・改修 

都市公園の整備 

バスターミナルの整備 

公共交通網の維持・拡充 

新たな交通網の創出 

誰もが安全・安

心に暮らし続け

られる都市づく

り

既存住宅のストック活用に向けた補助制度の展開 

空き家・空き地の活用促進支援 

災害リスクの高いエリアからの移転促進 

特定用途制限地域の導入 

郊外住宅地における用途地域の新規指定 

[施策種別]  既 ：既存施策  新 ：新規施策  [災害種別] ■：地震 ■：風水害 ■：土砂災害 ■：全般

取組内容 取組方針 関係主体 
取組スケジュール 

短期 中期 長期 

◆ 成田空港の更なる機能強化に関連した取組

① 空港関係機関との連携体制の構築  既 低減（ソフト） 町・NAA ● 

② 物資供給体制の構築  既 低減（ソフト） 町・NAA ● 

③ 宿泊機能等の強化  既 低減（ハード） 町・NAA ● ● 

④ 来町者への情報提供方法の検討  既 低減（ソフト） 町・NAA ● ● 

⑤ 雨水流出の抑制と洪水被害の低減  新 低減（ハード） 
町・ 

開発事業者 
● ● 

◆ 災害リスクが比較的低いエリア（主に居住誘導区域）における取組

① 住宅等の耐震診断及び改修の促進  既 低減（ハード） 町 ● ● ● 

② 居住誘導区域における不燃化の促進  既 低減（ハード） 町 ● ● 

③ 災害時の活用を見据えた公園の適正管理と整備  既 低減（ハード） 町 ● ● 

④ 居住誘導区域における要支援者等への対応  既 低減（ソフト） 町 ● ● 

◆ 災害リスクが比較的高いエリア（主に誘導区域外）における取組

① 郊外集落における住宅等の耐震診断及び改修の促進  既 低減（ハード） 町 ● ● ● 

② 郊外集落における不燃化の促進  既 低減（ハード） 町 ● ● 

③ 大規模盛土造成地における宅地耐震化の推進  既 低減（ハード） 県・町 ● ● 

④ 郊外集落における排水能力の向上  既 低減（ハード） 町 ● ● 

⑤ 木戸川及び高谷川の治水安全性の確保  既 低減（ハード） 県・町・NAA ● ● ● 

⑥ 土砂災害の発生予防  既 低減（ハード） 国・県・町 ● ● 

⑦ 土砂災害警戒区域等における「移転等の勧告」の活用  新 回避 町 ● ● ● 

⑧ 避難施設までの安全な避難路の確保  新
低減 

(ソフト・ハード)
町 ● ● 

⑨ 郊外集落における避難体制の強化  既 低減（ソフト） 
町・企業・ 

自主防災組織 
● ● 

⑩ 災害リスク情報の周知・啓発による

安全性の高いエリアへの居住誘導  新 
回避 町 ● ● ● 

⑪ 地域防災力の強化  既 低減（ソフト） 
町・企業・ 

自主防災組織 
● ● 

⑫ 災害時の活用を見据えた公園の適正管理  既 低減（ハード） 町 ● ● 

⑬ 郊外集落における要支援者等への対応  既 低減（ソフト） 町 ● ● 

■ 防災まちづくりに向けた基本的な方針

■ 防災指針における具体的な対応方策の一覧




